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 概 要  
 

業務効率の改善や県民サービスの向上のため、ＩＴの利活用推進を図ることを目的とし

た。 

ＩＴの利活用推進には、職場全体で取り組むことが重要であることから、各所属でＩＴ

版ＱＣサークルを設置、サークルごと活動テーマ、改善目標等を設定のうえ、ＩＴを利活

用した業務改善活動を実施した。 
 

 

ＱＣサークル 

Quality Control（品質管理）サークルのこと。品質管理活動を行う小人数のグループ。 

 
 

 選定理由  
 

（総務省コメント） 

財源や人員といった行政資源が減少し 

ていく中で、職員が自ら改善目標を持ち、品質管理のためのグループを作り、 

業務プロセスの見直しを行い、有効性、 

効率性を高めている点を評価し、選定し 

た。 

 
 
 
 
 

茨城県 
 

人口：２,９８２,０００人 
 

面積：６,０９５.６９㎢ 
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⇧活動成果発表会の様子 

 



背景 
 

○ 電子自治体の推進に向けて、1 人 1 台パソコン体制の整備を行い様々な情報システム

を構築してきたが、それを利活用する職員のスキルアップと、ＩＴのさらなる利活用に

よる一層の業務効率化が求められている。 

○ 文書管理システムの電子決裁率が伸びず、グループウェアの各種機能（電子回覧、電

子会議室等）の利用も低迷していた。 

○ 平成 17 年 11 月に、民間有識者から構成される「茨城県ＩＴ戦略会議」において、電

子自治体化に必要な人材育成を推進するため、ＱＣサークル等の小集団活動を実施すべ

き旨の提案をいただいた。 

○ 提言を踏まえ、職員のＩＴ利活用の向上には、従来のＩＴ研修会等に加えて、各職場

での対話や議論を通した職員の気づきによる意識改革が重要であるとの認識に立ち、各

職場内でサークルを設置して職場内全体でＩＴの利活用に取り組み、業務効率改善や県

民サービスの向上を目的とする活動（＝ＩＴ版ＱＣサークル活動）を実施した。 

 
 

具体的内容 
 

○ 平成 18年度に、情報政策課内で試行的に活動を実施し、ＩＴを利活用した業務効率化

の方策等について検討した。平成 19年度には、その成果を踏まえて県本庁内の各所属で

活動を実施、さらに平成 20年度には、対象範囲を出先機関に拡大して展開した。 

○ 具体的なサークル活動の流れについては、以下のとおり。 

①各所属単位で 5～6名の職員で構成されるサークルを設置。 

 ②サークル毎にＩＴを利活用した業務効率改善の取組、県民サービス向上の取組等のテ

ーマを設定。 

 （テーマ例：文書管理システムの利活用による事務処理時間の短縮、紙回覧文書の電子

化による効率的な回覧、共有ファイルサーバの利活用による情報の共有化、Ｑ＆Ａの

作成・公開による県民サービスの向上等） 

③テーマに沿った具体的な改善策及び改善目標の設定。 

 ④活動計画書の作成。 

⑤改善策の実施。 

 ⑥改善効果の測定（3 ヶ月間）。 

 ⑦実施報告書の作成。 

 ⑧活動成果発表会の開催。 

 

 

 

 



《活動成果発表会での発表テーマ》 

平成 19年度（活動した 74サークルのうち、4サークルが発表） 

・文書管理システムの電子決裁率の向上 

  ・電子入札における工事費内訳書様式統一による効率的な業務執行 

  ・教育情報ネットワークを活用した文書削減及び事務改善 

  ・ノーペーパーデーの実施 

 平成 20年度（活動した 184サークルのうち、3 サークルが発表） 

  ・文書管理システムの電子決裁率の向上 

  ・職員が行う講習会等でのパワーポイントの活用と事業概要冊子の電子化 

  ・Excel を使った米の食味分析診断書作成ソフトの作成 

○ 活動にあたっては、特に予算化措置は行わなかった。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

取組中の課題・問題点 
 

取組テーマの多くが、既存の情報システムの利活用に主眼が置かれたものであり、新し

いアイディアの提案に基づくテーマが少なかった。 

ＩＴ版ＱＣサークル活動のイメージ

リーダー ： 総括補佐等（本庁）
次長等（出先）

メンバー ： Ａグループ員（本庁）
Ａ課・室員（出先）

メンバー ： Ｂグループ員（本庁）
Ｂ課・室員（出先）

メンバー ： Ｃグループ員（本庁）

Ｃ課・室員（出先）

○○課（事務所）ＱＣサークル

・サークル活動の総括

・所属全体の改善活動の監督

リーダーの仕事

メンバーの仕事

・ＩＴを利活用して解決できると思われる

問題点の抽出

⇒各グループ（課室）ごとに実施

・ＩＴを利活用した改善策案の抽出

⇒各グループ（課室）ごとに実施

・各グループにおける改善活動の促進

サークル全員の活動（サークル会議）

・ＩＴを利活用して解決できると思われる問題点の整理

・活動テーマの検討及び決定（２テーマ以上。）

・改善策及び改善目標の検討及び決定

・活動計画書の作成 ⇒事務局への提出

・改善効果の測定及び検証

・活動のまとめ，実施報告書の作成 ⇒事務局への提出

所属職員全員

○○課（○○事務所）
職員の活動

・問題点及び改善策案の抽出

⇒各グループ（課室）ごとに実施

・改善活動の実施

※定期的な活動（月1回程度）

※グループウェアのフォーラム （電子会議室）による意見交換

事務局による支援

・
・
・

・
・
・

 

【参考：ＩＴ版ＱＣサークル活動のイメージ】 



工夫点 
 

・ 民間企業で行われているＱＣサークルの考え方（職場内での少人数によるグループ活

動、日常業務における改善をテーマとする等）を取り入れた活動とし、各所属がそれぞ

れの業務状況に合わせたテーマや目標を設定することで、ＱＣサークル活動自体が事務

の負担とならないように取り組んだ。 

・ 活動自体は若手職員が担う場合が多いが、課長補佐級にもリーダーとして参画しても

らえるよう設定した。 

・ サークルのメンバーが集合して会議を行う時間が取れない場合も想定して、積極的に

グループウェアの電子会議室を利用するようにした。 

 
 

効果 
 

 19年度の活動では、業務効率改善と紙使用量の削減を主なテーマとして、74サークルで

延べ 77テーマに取り組み、文書管理システム、グループウェア、共有ファイルサーバ等の

利活用を進めた結果、次の改善効果が見られた。 

・ 従来紙で決裁又は回覧していた文書を、電子決裁又は電子回覧とすることにより、回

覧完了又は決裁完了までの日数が 4日短縮。【取組前：平均 8日⇒取組後：平均 4日】 

※所属内全員に回覧する文書も含めた数字。効果測定した 24サークルの平均値。 

・ 文書管理システム、共用ファイルサーバ等の利活用により、文書検索や各種調査等に

要する事務処理時間が 56分短縮。【取組前：平均 120 分⇒取組後：平均 64分】 

※効果測定した 12 サークルの平均値。 

・ 紙文書、資料等の電子化により、3 ヶ月間で推定約 150,000 枚の紙を削減。※効果測

定した 56サークルの合計値。 

 

 20 年度の活動では、業務効率改善と県民サービスの向上を主なテーマとして、184 サー

クルで延べ 350テーマに取り組み、以下の改善効果が見られた。 

・ 電子決裁により、決裁完了までの日数が 1.9 日短縮。【取組前：平均 4.8 日⇒取組後：

平均 2.9日】 

※効果測定した 15 サークルの平均値。 

・ 電子回覧により、回覧完了までの日数が 1.8 日短縮。【取組前：平均 6.6 日⇒取組後：

平均 4.8日】 

※効果測定した 47 サークルの平均値。 

・ 共用ファイルサーバの利活用、Ｑ＆Ａの作成等により、各種調査や県民からの問い合

わせ対応に要する時間が 46％削減。 

※効果測定した 33 サークルの平均値。 

 



住民（職員）の反応・評価 
 

活動自体に対する評価は実施していないが、ＩＴ利活用の効果について、自サークル内

の職員に対してアンケート調査したサークルの多くで、「ＩＴの利活用は業務効率改善に効

果がある」と回答する職員や「紙削減に対する意識が高くなった」と回答する職員が７～

８割を占めるなど、ＩＴを積極的に利活用しようという職員の意識高揚が図れた。 

 
 

フォローアップ 
 

優れた取組や改善効果を上げたサークルについては、活動成果発表会において取組内容

を発表することで、その取組を顕彰した。 

 
 

今後の課題 
 

活動成果の事例集等を作成し、これまでの活動成果や活動事例を職員間で共有すること

で、さらなる改善を図る必要がある。 

優れた取組を実施したサークルに対して表彰を行うなど、職員のインセンティブを高め

る必要がある。 

 
 

今後取り組む自治体に向けた助言 
 

本取組は、ＩＴの利活用に重点を置いた改善活動だが、ＩＴに限定しない改善活動・職

員提案等の取組を既に実施している場合には、調整が必要と思われる。 

ＱＣ活動による新たな事務負担（テーマ・目標等の検討、効果測定等に要する時間）と，

そこから得られると想定される改善効果とのバランスを考慮する必要があると思われる。 

 職員一人一人のアイディアを引き出す場と捉えて、自由なアイディアを発現できる枠組

みにすることが重要と思われる。 

 
 

アドレス 

 
「茨城県ＩＴ戦略推進指針」，「茨城県ＩＴ戦略推進アクションプラン」 

http://www.pref.ibaraki.jp/bukyoku/kikaku/jyosei/sisinplan/sisinplan.htm 

 

上記ＵＲＬ内 「第 4章 電子自治体の推進 2.簡素で効率的かつ透明性の高い行政の実現」 

http://www.pref.ibaraki.jp/bukyoku/kikaku/jyosei/sisinplan/plan/4-2.pdf 
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